
様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 6 月 11 日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

年度の特別管

理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本産業規格　Ａ列４番）

前年度 93.93

既に実施済

認定熱回収業者への
処理委託量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への

処理委託量

91.55

優良認定処理業者への
処理委託量

再生利用業者への
処理委託量

前々年度特別管理産業廃棄物排出量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

目標値

91.0

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自ら埋立処分
を行う

特別管理産業廃棄物の量

項目 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量 91.0

事業の種類 84.保健衛生

令和5年4月1日～令和6年3月31日
特別管理産業廃棄物処理計画における

計画期間

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、 令和5

事業場の名称 株式会社　アルプ

事業場の所在地 石川県金沢市近岡町309番地

令和6

〒920-8217石川県金沢市近岡町309番地

株式会社　アルプ

　氏　名　　代表取締役　古賀　美純

076-237-4230



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

 ⑩

⑭

⑪

※　数字の０（ゼロ）が入っているところは自動計算になっています。

　　　　 

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

1.16

自ら中間処理
した量

　自ら中間処理した後
の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量
自ら直接埋立処分

した量

1.16

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

④のうち熱回収
を行った量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

1.16

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

1.16

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

計画の実施状況 引火性廃油

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後 再
生利用した量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 1.16

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

項目 実績値

① 排出量 1.16

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0

（
第
２
面
）



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

 ⑩

⑭

⑪

※　数字の０（ゼロ）が入っているところは自動計算になっています。

　　　　 

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

25.9

自ら中間処理
した量

　自ら中間処理した後
の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量
自ら直接埋立処分

した量

51.7

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

④のうち熱回収
を行った量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

51.7

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

25.9

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

計画の実施状況 感染性廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後 再
生利用した量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 51.7

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

項目 実績値

① 排出量 51.7

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物

処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和 年 月 日

(宛先）金沢市長

 提出者

住　所 金沢市赤土町ニ13番地6

氏　名 恩賜
財団

支部長

電話番号  076-266-1060

令和　５ 年度の特別管

理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

事 業 の 種 類 ８３１１：病院

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

事 業 場 の 名 称 石川県済生会金沢病院

事 業 場 の 所 在 地 金沢市赤土町ニ13番地６

特別管理産業廃棄物処理計画における
令和５年４月１日から令和６年３月３１日

計 画 期 間

項目 目標値 項目 目標値

182 182

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特別管理産業廃棄物の量

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

0 182

令和５年度をもって、マニュフェストの全件電子化を完了した。

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

0 0

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量 前 々 年 度 184

村田　拓也

済生会支部石川県済生会社会福祉法人

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。) 前 年 度 142

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

0 0

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

0 0

排 出 量 全 処 理 委 託 量



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

 ⑩

⑭

⑪

※ 数字の０（ゼロ）が入っているところは自動計算になっています。

     

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

0 0

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量142 0

項目 実績値

① 排出量 142 0 0 ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

0

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

0

0 0

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 142

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

142

0

0
⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

142

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

142
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



1 5 10 13 10 5 1

（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物

処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和　6　年　５　月    31   日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

石川県立中央病院

院長　　岡田　俊英

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和５年度の特別管理
産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

病院（分類８３１）

令和5年4月1日～令和6年3月31日
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

金沢市鞍月東２丁目１番地

０７６－２３８－７８５８

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量220 220

目標値

石川県立中央病院

金沢市鞍月東2丁目1番地

項目

　氏　名

202
223

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量
(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度
前 年 度

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特別管理産業廃棄物の量

220



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和４年度の特別管理⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量205.64t

項目 実績値

① 排出量 205.64t ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 205.64t

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

205.64t

205.64t

205.64t
⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

205.64t

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

205.64t
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物

処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 月 日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

令和5 年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

136.910

111.223

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度

前 年 度

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

金沢市三馬2丁目251

076-242-8131

　氏　名　金沢赤十字病院　院長　寺﨑修一

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

85.0654 85.0654

85.0654

目標値

金沢赤十字病院

金沢市三馬2丁目251

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

項目

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

831病院

令和5年4月1日～令和6年3月31日
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

0

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

111.223

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

111.223
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 111.223

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

111.223

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

111.223

項目 実績値

① 排出量 111.223

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和 6 年 6 月 3 日
金沢市長 殿

     提出者
　住　所

　氏　名 国立大学法人金沢大学附属病院
病院長　吉崎　智一

　電話番号 ０７６－２６５－２０００

理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場の名称 国立大学法人　金沢大学附属病院
　　

事業場の所在地 金沢市宝町１３番１号

事業の種類 一般病院

特別管理産業廃棄物処理計画における
令和５年４月１日～令和６年３月３１日

計画期間

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

項目 目標値 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量440 ｔ 440 ｔ

ｔ 440 ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

特別管理産業廃棄物排出量 前々年度 429.95 ｔ
前年度 446.26 ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

電子マニフェストシステムの利用

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

金沢市宝町１３番1号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和５年度の特別管

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分
を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 感染性産業廃棄物 ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
449.65

③

⑫

項目 実績値

① 排出量 449.65
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

449.650

⑩ 全処理委託量 449.65
⑭

449.65

0

0
⑪

449.65

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄

(3)  ③欄

(4)  ④欄

(5)  ⑤欄

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄

(8)  ⑧欄

(9)  ⑨欄

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄

(12)  ⑫欄

(13)  ⑬欄

(14)  ⑭欄
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面
の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、
当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理
産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる
ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子
情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。

　翌年度の６月30日までに提出すること。

　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(4)の量のうち、熱回収を行った量

(4)の量から(6)の量を差し引いた量

(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）



（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和 6 年 6 月 25 日

     提出者
　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）
　電話番号 076-258-1180

令和 5 年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場の名称 独立行政法人国立病院機構医王病院
　　

事業場の所在地

事業の種類

特別管理産業廃棄物処理計画における

計画期間

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

項目 目標値 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量120 ｔ 120 ｔ

0 ｔ 120 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

特別管理産業廃棄物排出量 前々年度 65 ｔ
前年度 120 ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

令和元年度内に既に電子情報化に切り替えている

　　※事務処理欄

（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

(宛先）金沢市長

石川県金沢市岩出町ニ73番地1
 氏　名  独立行政法人国立病院機構医王病院　

　　 院長　石田　千穂

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

金沢市岩出町ニ73番地1

83:病院

令和5年4月1日～令和6年3月31日 

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分
を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 感染性廃棄物 ）

有 償 物 量
②

0
⑧

0
不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
52

③
0

⑫
0

項目 実績値

① 排出量 52
④

0
⑥

0
⑨

0

0
⑬

0
⑤ 自ら熱回収を行った量 0

⑤
0

⑦
0

0
⑩

520

⑩ 全処理委託量 52
⑭

0

52

0

0
⑪

52

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄

(3)  ③欄

(4)  ④欄

(5)  ⑤欄

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄

(8)  ⑧欄

(9)  ⑨欄

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄

(12)  ⑫欄

(13)  ⑬欄

(14)  ⑭欄
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面
の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、
当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理
産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる
ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子
情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。

　翌年度の６月30日までに提出すること。

　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(4)の量のうち、熱回収を行った量

(4)の量から(6)の量を差し引いた量

(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）



様式第二号の十四(第八条の十七の三関係)

(宛先)金沢市長

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和

(第1面)

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第Ⅱ項の規定に基づき、令和5年度の特別管理
産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場

事業場の所在地

事

の

提出者
住所金沢市沖町ハ15
氏名独立行政法人地域医療機能推進機構金沢病院
病院長村本弘昭

(法人にあっては、名称及び代表者氏名)
電話番号 076-252-2200

特別管理産業廃棄物処理計画における

期ヨ十 画 間

業

特別管理産業廃棄物処理計画における展標値

名称

の 種

6午

排

類

項目

6月

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

独立行政法人地域医療機能推進機構金沢病院

出

26日

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する

特別管理産業廃棄物の量

量

自ら埋立処 ノ＼

を 行 つ

特別管理産業廃棄物の量

目標値

金沢市沖町ハー15

令和5午4月1日~令和6年3月31日

電子情報処理組織の使用に関する事項

一般病院【8311】

60.56 t

特別目理産 棄物卜出量
(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)
(電子情報処理組織の使用に関して実施した取組)

全処理委託量

※事務処理欄

t

項目

優良認定処理業者への
処理委託量

t
再生利用業者への
処理委託量

t
認定熱回収業者への
処理委託量

t

認疋小、回収以外の

熱回収を行う業者への
処理委託量

目標値

60.56 t

細本工業規格 A列4番)

■^.

々年

年

t

t

t

60.56 t

64.89 t

62.95 t
又
度

則
剛



計画の実施状況

不要物等発生量

①排出量

有償物量

②十⑧自ら再生利用を
行った量

項目

(特別管理産業廃棄物の種類

⑤自ら熱回収を行った量

①

排出量

⑦自ら中間処理により減
量した量

③十⑨白ら埋立処分又は
海洋投入処分を行0た量

自ら直接

再生利用した量

60.56

②

⑩全処理委託量

実績値

⑪優良認定処理業者への処
理委託量

60.56

自ら直接埋立処分した量

③

⑫再生利用業者への処理
委託量

0.00

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0.00

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0.00

自ら中間処理
した量

感染性廃棄物

④

0.00

60.56

④のうち熱回収
を行0た量

0.00

⑤

0.00

自ら中間処理Lた後
再生利用Lた量

自ら中間処理した
後の残さ量

0.00

⑥

60.56

自ら中問処理に
より減量した量

⑦

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は
海洋投入処分した量

⑨

直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑳のうち再生利用
業者への処理委託量

⑫

⑩

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑬

6056

⑩のうち熱回収認定
業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

⑭

⑩のうち優畏認定
処理業者への

処理委託量

60.56

⑪

(
鶚
N
風
)

一
⑧



（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和 6 年 6 月 28 日

     提出者
　住　所 石川県金沢市角間町

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）
　電話番号 ０７６－２６４－６１８０

年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場の名称 金沢大学　角間キャンパス
　　

事業場の所在地 石川県金沢市角間町

事業の種類

特別管理産業廃棄物処理計画における

計画期間

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

項目 目標値 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量55 ｔ 55 ｔ

ｔ 55 ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

特別管理産業廃棄物排出量 前々年度 59 ｔ
前年度 68 ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

(宛先）金沢市長

　氏　名　 国立大学法人金沢大学　学長　和田隆志

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、 令和5

81　学校教育

令和5年4月1日～令和6年3月31日

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分
を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

電子マニフェスト加入済み
ジャパンウェイスト株式会社EDI連携サービスを利用



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 引火性廃油 ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
32.43t

③

⑫

項目 実績値

① 排出量 32.43t
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

32.43t0

⑩ 全処理委託量 32.43t
⑭

32.43t

0

0
⑪

32.43t

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 感染性廃棄物 ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
14.966t

③

⑫

項目 実績値

① 排出量 14.966t
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

14.966t0

⑩ 全処理委託量 14.966t
⑭

14.966t

0

0
⑪

14.966t

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 廃油（有害） ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
3.001t

③

⑫

項目 実績値

① 排出量 3.001t
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

3.001t0

⑩ 全処理委託量 3.001t
⑭

3.001t

0

0
⑪

3.001t

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 廃酸（有害） ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

① ③

⑫

項目 実績値

① 排出量
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

0

⑩ 全処理委託量
⑭

0

0
⑪

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量3.62ｔ

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

3.62ｔ ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

3.62ｔ
⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

3.62ｔ

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量 3.62ｔ

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量
3.62ｔ

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 廃アルカリ（有害） ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

① ③

⑫

項目 実績値

① 排出量
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

0

⑩ 全処理委託量
⑭

0

0
⑪

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量1.0ｔ

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

1.0ｔ ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

1.0ｔ
⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

1.0ｔ

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量 1.0ｔ

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量
1.0ｔ

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄

(3)  ③欄

(4)  ④欄

(5)  ⑤欄

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄

(8)  ⑧欄

(9)  ⑨欄

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄

(12)  ⑫欄

(13)  ⑬欄

(14)  ⑭欄
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面
の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、
当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理
産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる
ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子
情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。

　翌年度の６月30日までに提出すること。

　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(4)の量のうち、熱回収を行った量

(4)の量から(6)の量を差し引いた量

(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）



（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

2024 年 6 月 13 日

     提出者
　住　所

　氏　名　公益社団法人　石川勤労者医療協会
理事長　島　隆雄

　電話番号 076-251-6111

令和４ 年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場の名称 公益社団法人　石川勤労者医療協会　城北病院
　　

事業場の所在地

事業の種類

特別管理産業廃棄物処理計画における

計画期間

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

項目 目標値 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量200 ｔ 200 ｔ

ｔ 200 ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

特別管理産業廃棄物排出量 前々年度 185 ｔ
前年度 235 ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

出来る限り電子マニフェストでの管理を行った。

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

(宛先）金沢市長

金沢市京町20番3号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

金沢市京町20番3号

83：医療業

令和5年4月1日～令和6年3月31日

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分
を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 感染性産業廃棄物 ）

有 償 物 量
② ⑧

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
198.4t

③

⑫

項目 実績値

① 排出量 198.4t
④ ⑥ ⑨

0
⑬

⑤ 自ら熱回収を行った量 0
⑤ ⑦

0
⑩

198.4t0

⑩ 全処理委託量 198.4t
⑭

198.4t

0

0
⑪

198.4t

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄

(3)  ③欄

(4)  ④欄

(5)  ⑤欄

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄

(8)  ⑧欄

(9)  ⑨欄

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄

(12)  ⑫欄

(13)  ⑬欄

(14)  ⑭欄
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面
の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、
当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理
産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる
ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子
情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。

　翌年度の６月30日までに提出すること。

　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(4)の量のうち、熱回収を行った量

(4)の量から(6)の量を差し引いた量

(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 5 月 27 日

(宛先）金沢市長様

     提出者

　住　所

石川メッキ工業株式会社

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本産業規格　Ａ列４番）

82

76

2020年10月より完全電子マニフェスト実施

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度

前 年 度

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

石川県金沢市金石西1-4-45

076-268-1682

　氏　名　鴻野洋行

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

82 82

82

目標値

石川メッキ工業株式会社

石川県金沢市金石西1-4-45

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

項目

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

2024

2023

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

2564  電気めっき業

2023/4/1～2024/3/31
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

0

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

76

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

76
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 76

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

76

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

76

項目 実績値

① 排出量 76

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 腐食性廃アルカリ

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和6 年 6 月 30 日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

令和5 年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本産業規格　Ａ列４番）

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

83　医療業

令和5年4月1日～令和6年3月31日
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類

項目

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

金沢市小坂町中83番地

076-252-2101

　氏　名　医療法人社団浅ノ川　浅ノ川総合病院
　　　　　　理事長　小市　勝之

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特別管理産業廃棄物の量

127 127

目標値

医療法人社団浅ノ川　浅ノ川総合病院

金沢市小坂町中83番地

113
128

期日までに正確な登録を行う

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量
(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度
前 年 度



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性産業廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量123.05t

項目 実績値

① 排出量 123.05t ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 123.05t

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

123.05t

0

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

123.05t

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

123.05t
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

0

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

0.67t

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

0.67t
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 0.67t

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

0.67t

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

0.67t

項目 実績値

① 排出量 0.67t

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 廃油

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物

処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 6 月 5 日

     提出者
　住　所

　氏　名 独立行政法人国立病院機構金沢医療センター
院長　阪上　学

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）
　電話番号 076-262-4161

年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

事業場の名称 独立行政法人国立病院機構金沢医療センター
　　

事業場の所在地

事業の種類 医療業

特別管理産業廃棄物処理計画における

計画期間

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

項目 目標値 項目 目標値

排出量 全 処 理 委 託 量168 ｔ 168 ｔ

0 ｔ 168 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

0 ｔ 0 ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

特別管理産業廃棄物排出量 前々年度 161 ｔ
前年度 168 ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

できる限り電子マニフェストにて管理を行った。

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

令和6
(宛先）金沢市長

石川県金沢市下石引町1番1号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、 令和5

石川県金沢市下石引町1番1号

令和5年4月1日～令和6年3月31日

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分
を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)



計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類 ： 感染性廃棄物、燃えやすい廃油 ）

有 償 物 量
②

0
⑧

0
不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

①
163

③
0

⑫
0

項目 実績値

① 排出量 163
④

0
⑥

0
⑨

0

0
⑬

0
⑤ 自ら熱回収を行った量 0

⑤
0

⑦
0

0
⑩

　　1630

⑩ 全処理委託量 163
⑭

0

163

0

0
⑪

163

0

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量 ④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

⑪ 優良認定処理業者への処
理委託量

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量⑬熱回収認定業者への処

理委託量

⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄

(3)  ③欄

(4)  ④欄

(5)  ⑤欄

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄

(8)  ⑧欄

(9)  ⑨欄

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄

(12)  ⑫欄

(13)  ⑬欄

(14)  ⑭欄
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面
の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、
当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理
産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる
ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子
情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。

　翌年度の６月30日までに提出すること。

　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(4)の量のうち、熱回収を行った量

(4)の量から(6)の量を差し引いた量

(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 6 月 27 日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和4年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本産業規格　Ａ列４番）

 令和 6

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

83　医療業

令和5年4月1日～令和6年3月31日
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類

医療法人社団浅ノ川　千木病院

0

0

0

項目

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

0

0

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

0

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

金沢市千木町へ33番地1

(076)　 257-8600

　氏　名　 理事長　小市　勝之

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特別管理産業廃棄物の量

90 90

900

目標値

 医療法人社団浅ノ川　千木病院

金沢市千木町へ33番地1

103
127

電子マニフェスト導入。令和5年7月3日～運用開始。

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量
(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度
前 年 度



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性産業廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

0 0

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量127

金沢市千木
町へ33番地

1

項目 実績値

① 排出量 127 0 0 ⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

0

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

0

0 0

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 127

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

127

0

0
⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

127

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

127
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
金
沢

処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）

（第１面）

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

年 5 月 30 日

(宛先）金沢市長

     提出者

　住　所

　　（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

　電話番号

令和５ 年度の特別管
理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

　　

　特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

　電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

ｔ

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

　　※事務処理欄

（日本工業規格　Ａ列４番）

1.51

・電子マニュフェスト導入に伴う理解と浸透。

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 排 出 量

(ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。)

前 々 年 度

前 年 度

優 良 認 定 処 理 業 者 へ の
処 理 委 託 量

金沢市田中町は16

076-253-8000

　氏　名　　　病院長　池田　正寿

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、

事 業 場 の 名 称

排 出 量 全 処 理 委 託 量

自 ら 再 生 利 用 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

48

48

目標値

心臓血管センター金沢循環器病院

石川県金沢市田中町は１６番地

再 生 利 用 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 へ の
処 理 委 託 量

認 定 熱 回 収 業 者 以 外 の
熱 回 収 を 行 う 業 者 へ の
処 理 委 託 量

項目

自 ら 埋 立 処 分
を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

自 ら 熱 回 収 を 行 う
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 量

2024

心臓血管センター金沢循環器病院

事 業 場 の 所 在 地

項目目標値

８３１１．病院

令和５年４月１日～令和６年３月31日
計 画 期 間

特別管理産業廃棄物処理計画における

事 業 の 種 類



（特別管理産業廃棄物の種類 ： ）

② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

0

⑪ 優良認定処理業者への処理
委託量

50.82

⑫ 再生利用業者への処理
委託量

0 ⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

0

50.82
⑭ 熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

③＋⑨ 自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

0

⑩ 全処理委託量 50.82

⑦ 自ら中間処理により減
量した量

0

50.82

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

②＋⑧ 自ら再生利用を
 行った量

0
④のうち熱回収

を行った量
自ら中間処理に
より減量した量 直接及び自ら

中間処理した後の
処理委託量

⑤ 自ら熱回収を行った量 0

50.82

項目 実績値

① 排出量 50.82

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量
自ら中間処理

した量
　自ら中間処理した
　後の残さ量

計画の実施状況 感染性廃棄物

自ら直接
再生利用した量

　自ら中間処理した後
　再生利用した量

有 償 物 量

不要物等発生量

排　出　量 自ら直接埋立処分した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

（
第
２
面
）



（第３面）

　備考

１ 　翌年度の６月30日までに提出すること。

２ 　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３ 　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物
処理計画に記載した目標値を記入すること。

４ 　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)
から(14)に掲げる量を記入すること。

(1)  ①欄 当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

(2)  ②欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

(3)  ③欄 (1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

(4)  ④欄 (1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(5)  ⑤欄 (4)の量のうち、熱回収を行った量

(6)  ⑥欄 自ら中間処理をした後の量

(7)  ⑦欄 (4)の量から(6)の量を差し引いた量

(8)  ⑧欄 (6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

(9)  ⑨欄 (6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

(10)  ⑩欄 中間処理及び最終処分を委託した量

(11)  ⑪欄 (10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（以下「令」という。）第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量

(12)  ⑫欄 (10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

(13)  ⑬欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

(14)  ⑭欄 (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への
焼却処理委託量

５ 　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実
績値を記入すること。

６ 　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

の例により特別管理産業実績値を廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、

当該書面を添付すること。

７ 　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

について記入すること。

８ 　※欄は記入しないこと。
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